
 
 
 
 

みんなのバリアフリーまちづくり整備ガイドブック

（H22.3.15 発行）一部改正 

 

平成 29 年３月 31 日改正 

平成 29 年 10 月１日施行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県保健福祉局福祉部地域福祉課 



「みんなのバリアフリーまちづくり整備ガイドブック（H22.3.15発行）」 新旧対照表 

 

＜建築物１－８ 便所＞ 

 修正欄 改正後 改正前 

P84 整備基準（1） ただし、当該便所内に、主たる経路に

接続して車いす使用者便房（車いす使

用者その他の障害者等が円滑に利用す

ることができるように、十分な床面積

を確保し、かつ、腰掛便座、手すり等

を適切に配置した便房をいう。 

ただし、当該便所内に、主たる経

路に接続して車いす使用者用便房

（政令第14条第１項第１号に規定

する車いす使用者が円滑に利用す

ることができるものとして国土交

通大臣が定める構造の便房をい

う。 

P84 整備基準（1） それぞれ１以上（幼稚園及び保育所に

あっては、当該車いす使用者用便房を

１以上）設けることにより、みんなの

トイレを設けた場合と同等以上の機能

を有すると認められる場合は、この限

りでない。 

それぞれ１以上設けることによ

り、みんなのトイレを設けた場合

と同等以上の機能を有すると認め

られる場合は、この限りでない。 

P84 同解説 オストメイト対応設備を設けた便房 オストメイト対応便房 

P84 同望ましい水準 ・2,000㎡以上の施設の場合は、機能分

散の観点から、車いす使用者用便房及

びオストメイト対応設備を設けた便房

をそれぞれ１以上設けること。 

（追加） 

P86 

 

整備基準（1）

エ 望ましい水

準 

・大人の利用も対応できる介護用のベ

ッドを設けること。 

・介護用のベッドを設けること。 

P86 整備基準（1）

ク 

ただし、幼稚園及び保育所にあって

は、この限りでない。 

（追加） 

P86 同解説 ・汚物流し等は、高さ等が調節できる

使用しやすいものを設置するよう努め

ること。 

・ただし書きは、平成28年６月２日付

け国住指第484号各都道府県建築主務部

長あて国土交通省住宅局建築指導課長

通知の趣旨に基づくものであるが、利

用実態等を踏まえ、設置の有無に配慮

すること。 

・幼稚園及び保育所とは、幼稚園、保

育所、認定子ども園及び地域型保育を

いう。 

（追加） 



＜建築物１－15 視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備＞ 

 修正欄 改正後 改正前 

P108 

 

整備基準（1） 視覚障害者誘導用ブロックの敷設等 視覚障害者用誘導ブロックの敷設

等 

P108 整備基準（1）

ア 

視覚障害者誘導用ブロックの敷設 視覚障害者用誘導ブロックの敷設 

P108 整備基準（1）

ア 

ただし、進行方向を変更する必要がな

い風除室内の経路及び用途面積が200平

方メートル未満の建築物内において、

案内所から直接屋外に通ずる主要な出

入口を容易に視認でき、当該出入口か

ら当該案内所までの間の経路において

人等による誘導が適切に実施される場

合における当該経路については、この

限りでない。 

ただし、進行方向を変更する必要

がない風除室内においては、この

限りでない。 

P108 同解説 （音声その他の方法） 

・音声その他の方法により、視覚障害

者を誘導する設備とは、音声装置、誘

導チャイム、誘導用設備として有効な

床面での配慮（突起の高さ2.5ミリメー

トルの屋内用誘導ブロック、誘導用マ

ット）等をいう。 

（音声その他の方法） 

・音声その他の方法により、視覚

障害者を誘導する設備とは、音声

装置、誘導チャイム等をいう。 

P110 同解説 （人等による誘導がある場合） 

・人等による誘導があるため誘導用ブ

ロックを敷設しない場合は、その旨を

表示するよう努めること。 

（追加） 

 

 



整　備　基　準 解　　　　　説 望ましい水準 備考
（1）　不特定かつ多数の者が利用し、又は主として

障害者等が利用する便所を設ける場合（無床診
療所、小規模店舗及び小規模興行・遊興施設に
おいて設ける場合を除く。）は、だれもが円滑に
利用することができるように、次に定める構造
の便房（以下「みんなのトイレ」という。）を１
以上設けた便所を１以上設けること。ただし、
当該便所内に、主たる経路に接続して車いす使
用者用便房（車いす使用者その他の障害者等が
円滑に利用することができるように、十分な床
面積を確保し、かつ、腰掛便座、手すり等を適
切に配置した便房をいう。以下同じ。）及び障害
者等が円滑に利用できる構造の水洗器具を設け
た便房をそれぞれ１以上（幼稚園及び保育所に
あっては、当該車いす使用者用便房を１以上）
設けることにより、みんなのトイレを設けた場
合と同等以上の機能を有すると認められる場合
は、この限りでない。

　ユニバーサルデザインの考え方に基
づき、車いす使用者をはじめ誰もが利
用しやすい「みんなのトイレ」を整備
することとする。
　ただし、高齢者、障害者等の移動等
の円滑化の促進に関する法律等の考え
方も踏まえ、主たる経路に接続して車
いす使用者用便房やオストメイト対応
設備を設けた便房の個別機能に応じた
専用便房を設置し、誰もが利用しやす
い便所を整備する場合はこの限りでは
ない。なお、この場合でも、便房内に
ベビーベッド・ベビーチェアを設置し、
より幅広い利用が可能となるよう努め
ること。

　公共的施設において
は、みんなのトイレを設
けること。

・ みんなのトイレは、
各階ごとに設けるなど
利用者の利用に配慮し
て複数設けること。（但
し書き適用の場合も同
じ）
・2,000㎡以上の施設
の場合は、機能分散の
観点から、車いす使用
者用便房及びオストメ
イト対応設備を設けた
便房をそれぞれ１以上
設けること。

図 1

ア　出入口の構造 　出入口の有効幅員は、80 セ
ンチメートル以上とすること。

・ 有効幅員は、90 セン
チメートル以上とするこ
と。

図 1

イ　戸の構造 　戸を設ける場合には、１の
項 (2) エ ( ｲ ) に掲げるもので
あること。

・出入口の戸は､ 原則として引き戸と
すること。
・鍵は、指の動きが不自由な人でも容
易に施錠できる構造のものとし、非常
時に外から開錠できるようにすること。

・ 便所の戸は、開閉時間
の調整ができるものとす
ること。
・ ドアノックセンサーを
設置すること。
・ 施錠を示す色は色の識
別をしにくい者が円滑に
利用できるよう、文字を
併記するか、赤と青の組
み合わせなどにするこ
と。（赤と緑は見分けに
くい）

図 1

ウ　接続する経路 出入口は、主たる経路に接続
すること。

図 1

エ　便房の構造 腰掛便座、手すり、洗面器、
鏡等を適切に配置すること。

（腰掛便座）
・ 腰掛便座の形状は、車いすのフット
レストがあたることで使用時の障害に
なりにくいものとすること。

（手すり）
・ 腰掛便座には、車いすからの移乗を
補助したり、用便中の姿勢を安定させ
る手すりを設けること。
・ 手すりは、握りやすいものとするこ
と。

（洗面器）
・ 洗面器は、移動の支障とならない場
所に設けること。手洗い器を便座から
手の届く位置に設置することも有効で
ある。

（腰掛便座）
・ 温水洗浄便座を設置す
ること。

（背もたれ）
・ 便器の背後に背もたれ
を設けること。

図 1

便所

1建築物

1−8

●基本的な考え方
・ ユニバーサルデザインの考え方に基づき、車いす使用者をはじめ、だれもが利用し

やすい便所「みんなのトイレ」を１以上整備する。
・ みんなのトイレが整備されていることを知らせる表示を分かりやすく行う。
・ みんなのトイレ以外の便所を設ける場合にも、障害者、高齢者及び小さな子どもを

連れた人が利用しやすい便房を１以上整備する。
・ 便所が男女別に設けられている場合は、利用しやすい便房をそれぞれ１以上整備す

る。
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整　備　基　準 解　　　　　説 望ましい水準 備考
・ 洗面器の下部には、原則として、車
いす前部の収納を考慮した、高さ 65
センチメートル程度、奥行き 45 セン
チメートル程度のけこみを設けること。
・ 洗面所の水栓は、レバー式、光感応式
など簡単に操作できるものとすること。

（付属器具）
・ 洗浄装置のレバー等は、障害者等が
操作しやすい形状とし、適切な位置に
設置すること。
・ ペーパーホルダーは、適切な位置に
設置すること。
・ 便器の横側面に洗浄ボタン、ペーパー
ホルダー、呼び出しボタンを設ける場
合は、ＪＩＳＳ 0026 に基づく配置と
すること。
・ 手荷物を置ける棚又はフックを設置す
ること。フックは、立位者、車いす使
用者の顔面に危険のない形状、位置と
するとともに、１以上は、車いすに乗っ
た状態で使用できるものとすること。

（付属器具）
・ 全身の映る鏡を設置す
ること。
・ 大人の利用も対応でき
る介護用のベッドを設け
ること。

（通報装置）
・ 呼び出しボタン、フラ
シュベルなどの緊急通報
装置を便房内に設けるこ
と。

図 1

オ　乳幼児等の
　　対応

　乳幼児用のベッド及びいす
を設置するよう努めること。

・ 便房内に子ども用の便
器又は便座を併設するこ
と。

カ　空間の確保 　車いす使用者が円滑に利用
することができる空間を確保
すること。

手動車いすで方向転換が可能なスペー
ス（200 センチメートル以上× 200
センチメートル以上）を確保すること。
このスペースが確保できない場合は、
150 センチメートル以上× 200 セン
チメートル以上程度を確保すること。

図 2

キ　床面の仕上げ 　床面は、滑りにくい材料で
仕上げること。

・ ノンスリップ加工を施す等、雨滴等
による濡れた状態でも滑りにくい仕上
げ、材料を選択すること。

ク　水洗器具 　障害者等が円滑に利用する
ことができる構造の水洗器具
を設けること。
　ただし、幼稚園及び保育所
にあっては、この限りでない。

・ 水洗器具とは、オストメイト（人工
肛門、人口膀胱造設者）対応の設備で
ある。
・ 既存建築物の改修以外は簡易型設備
による対応は行わないこと。
・ パウチや汚れた物、しびん等を洗浄
するための汚物流し、またはこれにか
わる洗浄装置を設置すること。
・ 汚物流し等は、高さ等が調節できる
使用しやすいものを設置するよう努め
ること。
・ 洗浄のため温水がでるように努める
こと。
・ 大きめの汚物入れを便座及び車椅子
に座った状態から手の届く範囲に設け
るよう努めること。
・ 全身を写すことができるような鏡を
設置するよう努めること。
・ ただし書きは、平成 28 年６月２日
付け国住指第 484 号各都道府県建築主
務部長あて国土交通省住宅局建築指導
課長通知の趣旨に基づくものであるが、
利用実態等を踏まえ、設置の有無に配
慮すること。
・ 幼稚園及び保育所とは、幼稚園、保
育所、認定こども園及び地域型保育を
いう。

図 6
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整　備　基　準 解　　　　　説 望ましい水準 備考
ケ　出入口の表示 出入口には、だれもが利用で

きる旨を分かりやすい方法で
表示すること。

・ 車いす使用者だけでな
く、だれもが利用できる
便所である旨を点字等で
表示すること。

図 3

（2）　不特定かつ多数の者が利用し、又は主として
障害者等が利用する便所（みんなのトイレ（（1）
ただし書きの場合を含む。）のみで構成されてい
るものを除く。）を設ける場合は、次に定める構
造の便所を１以上（男女用の区別があるときは、
それぞれ１以上）設けること。

　（1）のみんなのトイレ（ただし書き
の場合を含む）が２箇所以上設置され
ている場合は、２箇所目については、(2)
に定める構造の便所を整備したものと
みなす。

・ 公共的施設においてみ
んなのトイレ以外のトイ
レを設ける場合にあっ
ては、それぞれの階に 1
以上を８の項（2）に定
める構造とすること。

ア　出入口の構造 　便所の出入口の有効幅員は、
80 センチメートル以上とする
こと。

・ 便所内の通路等は車い
す使用者が利用できる幅
員を十分に確保するこ
と。

図 10

イ　戸の構造 　便所及び便房の出入口の戸
は、１の項 (2) エ ( ｲ ) に掲げ
るものであること。

ウ　床面の仕上げ 床面は、滑りにくい材料で仕
上げること。

・ ノンスリップ加工を施す等、雨滴等
による濡れた状態でも滑りにくい仕上
げ、材料を選択すること

図 10

エ　便房の構造 　障害者等が円滑に利用でき
る構造の腰掛便座及び手すり
を適切に配置し、４の項 (2)
に定める構造の出入口を設け
た便房を１以上設けること。

・ 温水洗浄便座を設置す
ること。
・ 乳児用いす等を設置す
ること。
・ 呼び出しボタン、フ
ラッシュベルなどの緊急
通報装置を設置するこ
と。
・ 便器の背後に背もたれ
を設けること。

オ　男子用小便器
　　の構造

　男子用小便器を設ける場合
は、手すり付きの床置式の小
便器、壁掛式の小便器（受け
口の高さが 35 センチメート
ル以下のものに限る。）その他
これらに類する小便器を１以
上設けること。

・ 手すり付き床置式等の小便器は、便
所の入口の一番近いところに設置する
こと。
・ 小便器の手すりは、つえ使用者等の
歩行困難者が左右の手すりにつかまる
か、胸あて用の手すりに胸をつけて不
安定な身体を支えながら用を足せる構
造とすること。

図 10

カ　洗面器の構造 　障害者等が円滑に利用でき
る構造とし、かつ、手すり及
び鏡を適切に配置した洗面器
を１以上設けること。

・ 洗面器は、通行の支障とならない場
所に設け、手すりは、原則として、両
側に取り付けること。
・ 車いすでの使用に配慮し、洗面器の
下部は床上 65 センチメートル程度の
高さを確保し、洗面器上面の標準的高
さを 75 センチメートル程度とするこ
と。
・ 洗面所の水栓は、レバー式、光感応
式など簡単に操作できるものとするこ
と。

図 11
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整　備　基　準 解　　　　　説 望ましい水準 備考
(1) 視覚障害者誘

導用ブロック
の敷設等

　道等から 12 の項 (2) イに定
める構造の設備又は案内所ま
での経路（駐車場から４の項
に定める構造の出入口等に至
る経路を除く。）は、そのうち
１以上を、次に掲げる視覚障
害者が円滑に利用できる経路
とすること。ただし、小規模
無床診療所及び小規模店舗及
び小規模興行・遊興施設並び
に別表第１の７の項から９の
項まで及び 16 の項に掲げる
公共的施設にあっては、この
限りでない。

・ 公共的施設において
は、15 の項に定める設
備を設けること。
・ 会議等では、点字資料
や録音テープ等を用意す
ること。

ア　視覚障害者誘
導 用 ブ ロ ッ
クの敷設

　視覚障害者の誘導を行うた
めに、線状ブロック等（床面
に敷設されるブロックその他
これに類するものであって、
線状の突起が設けられており、
かつ、周囲の床面との色の明
度、色相又は彩度の差が大き
いことにより容易に識別でき
るものをいう。以下同じ。）及
び点状ブロック等（床面に敷
設されるブロックその他これ
に類するものであって、点状
の突起が設けられており、か
つ、周囲の床面との色の明度、
色相又は彩度の差が大きいこ
とにより容易に識別できるも
のをいう。以下同じ。）を適切
に組み合わせて敷設し、又は
音声その他の方法により視覚
障害者を誘導する設備を設け
ること。ただし、進行方向を
変更する必要がない風除室内
の経路及び用途面積が 200 平
方メートル未満の建築物内に
おいて、案内所から直接屋外
に通ずる主要な出入口を容易
に視認でき、当該出入口から
当該案内所までの間の経路に
おいて人等による誘導が適切
に実施される場合における当
該経路については、この限り
でない。

( 視覚障害者誘導用ブロックの構造 )
・ 形状については、JIS Ｔ 9251 によ
るものを使用する。
・ 色は、黄色を原則とすること。ただし、
周辺の床材との対比を考慮して、明度
差あるいは輝度比などが十分に確保で
きず、かつ安全で連続的な道すじを明
示できない場合は、この限りではない。
・ 十分な強度を有し、滑りにくく、耐
久性、耐摩耗性に優れたものとするこ
と。
( 視覚障害者誘導用ブロックの敷設方
法 )
・ 車いす使用者やベビーカー等での通
行に支障がないよう敷設するとともに、
構築物等の壁面から通行の支障となら
ない距離を確保すること。
・ 病院や高齢者が入所する福祉施設、
幼児が利用する保育所等の施設におい
ては、視覚障害者誘導用ブロックの敷
設が利用者の利用に支障をきたさない
ようにすること。もっぱら高齢者等が
利用する入所型高齢者施設における誘
導措置については、誘導用ブロックを
整備する代わりに手すり・音声による
案内設備等を設置することも考えられ
る。

（敷設位置）
・ 受付等の前に敷設する点状ブロック
の位置は、受付等の前端から 30 セン
チメートル程度離れた箇所とすること。

（音声その他の方法）
・ 音声その他の方法により視覚障害者
を誘導する設備とは、音声装置、誘導
チャイム、誘導用設備として有効な床
面での配慮（突起の高さ 2.5 ミリメー
トルの屋内用誘導用ブロック、誘導用
マット）等をいう。

・ 視覚障害者が利用する
ことの多い施設の出入口
の１以上には音声誘導装
置を設けること。

視覚障害者の
安全かつ円滑な
利用に必要な設備

1建築物

1−15

●基本的な考え方
・ 視覚障害者が施設を安全かつ円滑に利用できるよう、音声案内、視覚障害者誘導用

ブロック等を適切に設ける。
・ 視覚に代わる情報伝達方式は、複数の方法を併用して活用する。
・ 白杖等の使用者は、歩行中足下から上部の情報が入手しにくい。上部のみに突出し

た構築物は衝突の危険があるので避ける。
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（人等による誘導がある場合）
・ 人等による誘導があるため誘導用ブ
ロックを敷設しない場合は、その旨を
表示するよう努めること。

イ　敷地内通路 　経路を構成する敷地内の通
路の次に掲げる部分には、視
覚障害者に対し警告を行うた
めに、点状ブロック等を敷設
すること。

（ア）　車路に近接する部分
（イ）　段がある部分又は傾斜
（こう配が 20 分の１を超えな
いもの及び高さが 16 センチ
メートルを超えず、かつ、こ
う配が 12 分の１を超えない
ものを除く。）がある部分の上
端に近接する部分。

（2）傾斜路等の
　　 敷設

　次の場所（別表第１の８の
項に掲げる公共的施設のうち、
共同住宅（小規模共同住宅を
除く。）にあっては、ア（６の
項に定める構造の階段の上端
に近接する廊下等の部分に限
る。）及びエに掲げる場所に限
る。）は、視覚障害者が円滑
に利用できるように、点状ブ
ロック等を敷設し、又は音声
その他の方法により視覚障害
者を誘導する設備を設けるこ
と。ただし、小規模無床診療所、
小規模店舗、小規模共同住宅
及び小規模興行・遊興施設並
びに別表第１の７の項、８の
項（寄宿舎の用に供するもの
に限る。）、９の項及び 16 の
項に掲げる公共的施設にあっ
ては、この限りでない。

ア　傾斜路等の
　　上端及び下端

　２の項に定める構造の傾斜
路及び６の項に定める構造の
階段の上端及び下端に近接す
る廊下等の部分。

・ 傾斜路の上端及び下端に敷設する点
状ブロックの位置は、傾斜路の始終端
部から 30 センチメートル程度離れた
箇所とすること。
・ 階段の上端及び下端に敷設する点状
ブロックの位置は、階段の始終端部か
ら 30 センチメートル程度離れた箇所
とすること。

イ　踊場 　２の項に定める構造の傾斜
路の傾斜（こう配が 20 分の
１を超えないもの及び高さが
16 センチメートルを超えず、
かつ、こう配が 12 分の１を
超えないものを除く。）がある
部分の上端に近接する踊場（駐
車場に設けるものを除く。）
の部分（傾斜がある部分と連
続して手すりを設ける場合は
この限りでない。）

ウ　主要な出入口
　　等の戸の構造

４の項 (1) に定める構造の主
要な出入口等のうち、それぞ
れ１以上の主要な出入口等（屋
内に設ける改札口及びレジ通
路を除く。） 又は各利用居室相
互間の経路の出口の戸の前後。
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エ　階段の上端
　　及び下端

　６の項に定める構造の階段
（駐車場に設けるものを除く。）
の段がある部分の上端に近接
する踊場の部分（段がある部
分と連続して手すりを設ける
場合はこの限りでない。）

オ　エスカレーター
　　の端部等

　エスカレーターの端部等、
特に視覚障害者の注意を喚起
することが必要である場所

・ エスカレーター前に敷設する点状ブ
ロックの位置は、エスカレーター始終
端部の点検蓋から 30 センチメートル
程度離れた箇所とすること。

・ エスカレーターの始終
端部では、音声等により
視覚障害者等へ注意を喚
起すること。
・ 逆乗り防止のセンサー
を設けること。
・ 乗降口に誘導柵を設け
ること。

図３

（3）手 す り へ の
　　点字その他の
　　案 内 設 備 の
　　設置

　２の項に定める構造の傾斜
路、５の項に定める構造の廊
下等及び６の項に定める構造
の階段に設ける手すりの端部
には、必要に応じて、点字そ
の他の案内設備を設けること。

・ 「点字その他の案内設備」とは、点字
のほか、音声案内等をいう。
・ 手すりの点字その他の案内設備にお
いては、現在位置や行き先、上下階の
情報を確認でき、目的地への移動の支
援となるような内容とすること。
・ 点字は、はがれにくいものとするこ
と。

（4）出 入 口 へ の
　　点字その他の
　　案 内 設 備 の
　　設置

　８の項に定める構造の便所
及び 10 の項に定める構造の
客室の出入口には、点字その
他の案内設備を設けること。

・ ８の項 (1) に定める構造の便所（み
んなのトイレ）においては、現在位置
や構造及びだれもが利用できる便所で
ある旨を案内すること。
・ ８の項 (2) に定める構造の便所にお
いては、現在位置や構造及び男女の区
別があるときは、当該区別を案内する
こと。
・ 10 の項に定める構造の客室におい
ては、現在位置及び部屋番号等を案内
すること。
・ 点字による案内設備は、床から中心
までの高さを 140 ～ 150 センチメー
トルとすること。
・ 点字は、はがれにくいものとするこ
と。

・ 集会、案内機能を有す
る居室（ 事務室、集会
室、相談室など）等を設
ける場合は、出入口に点
字等により、現在位置及
び部屋番号等を表示する
こと。

（5）エスカレーター
　　のくし板

　エスカレーターを設ける場
合には、くし板をステップ部
と区別しやすい色とすること。

図３
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